
様式第1号の３(第９条関係)

中小企業振興補助金交付申請書(公害防止・廃棄物処理・従業員福利厚生)

平成３０年　　　５月　　３１日

(あて先)茅野市長

住所　茅野市塚原２－６－１
企業名　○○○株式会社
代表者名  代表取締役　茅野　太郎　　　

1　工場の概要

(1)　工場の名称　　　　障害者用トイレ施設設置事業
(2)　工場の所在地　　　　茅野市○○２－６－１
(3)　資本金　　　　金　　 　5,000　千円

(4)　業種(日本標準産業分類(小分類)による。)　 29　電気機械器具製造業
2　事業計画の内容

(1)　事業の必要性及びその効果
　当社は、これまで○年間、○○の製造行ってきましたが、昨今の景気情勢を受けて○○の需要が高まり、○○の受注数が増加しています。このため、設備の稼働率を上げるとともにハローワークに求人を出して人材募集をしていますが、充分な確保に至っていません。○○の製造ラインは必ずしも健常者でなくても従事は可能であることから、身体に障害がある方でも意欲ある方を積極的に採用していきたいと考えていますが、当社は障害者用のトイレ設備がありません。そこで、本事業では誰にでも優しい仕様の障害者用トイレ施設を新たに設置して従業員の福利厚生と人材確保を図ります。

(2)　投資計画

	区分
	面積
	規模
	投資額

	土地
	坪

m2
	　
	千円

	建物
	延べ
	坪

△△m2
	平屋建て

2階建て

3階建て
	千円

	償却資産
	　
	　
	千円

	その他
	　
	　
	千円

	計
	　
	　
	○○○千円



(3)　資金計画

	投資額合計
	○○○千円

	資金内訳
	自己資金
	○○○千円

	
	借入予定資金
	○○○千円

	
	財産処分資金
	千円

	
	その他
	○○○千円



(4)　従業員数(事業開始時点)

男　　○　人　　女　　○　人　　合計　　○○人

(5)　工事開始及び完了年月日

○　工事開始年月日平成30年　　○月　　○日

○　工事完了年月日平成31年　　△月　　△日

○　事業開始年月日平成31年　　×月　　×日

(6)　その他
　本事業と合わせて✕✕施設も増設する予定ですが、経費を分けて計上するため補助対象外経費が計上されることはありません。
(添付書類)

(1)　事業計画書(様式第2号)

(2)　設置場所を示す案内図

(3)　設置施設の設計図又は仕様書

(4)　建物にあっては平面図・立面図

(5)　契約書の写し

(6)　支払いを示す領収書等の写し

(7)　市税(国民健康保険税を含む。)の納税証明
(8)　その他市長が必要と認める書類
様式第2号(第9条関係)
事業計画書
(空き店舗等活用事業以外の事業)

	事業名
	　指定施設設置事業（従業員福利厚生施設）

	補助対象名
	　障害者用トイレ施設設置事業

	(1)　事業期間
	　着手(予定)　　平成３０年　　　　月　　　　日
　完了(予定)　　平成３１年　　　　月　　　　日

	(2)　事業箇所
	　茅野市○○２－６－１　○○○(株)○工場１階

	(3)　契約年月日
	　(予定)　　　　 平成３０　年　　　　月　　　　日

	(4)　事業内容
	本事業では誰にでも優しい仕様の障害者用トイレ施設を新たに設置して従業員の福利厚生をと人材確保を図ります。
具体的には以下の設備を設置します。詳細は別紙のとおりです。
①身障者用トイレユニット
②・・・
③・・・
④・・・

	(5)　事業の必要性
	　当社は、これまで○年間、○○の製造行ってきましたが、昨今の景気情勢を受けて○○の需要が高まり、○○の受注数が増加しています。このため、設備の稼働率を上げるとともにハローワークに求人を出して人材募集をしていますが、充分な確保に至っていません。○○の製造ラインは必ずしも健常者でなくても従事は可能であることから、身体に障害がある方でも意欲ある方を積極的に採用していきたいと考えていますが、当社は障害者用のトイレ設備がない状況です。

	(６)資金計画
	収入
自己資金
市補助金
借入金　
その他　
計
	○○○　円
○○○　円（算出式：○○○（税抜）✕10/100）
○○○　円
　　円
○○○　円

	
	支出
　①○○○費
　②○○○費
　③○○○費
　④○○○費
　⑤○○○費
　⑥○○○費
　⑦消費税
計
	内訳
○○○　円（単価○✕個数○）
○○○　円（単価○✕個数○）
○○○　円（単価○✕個数○）
○○○　円（単価○✕個数○）
○○○　円（単価○✕個数○）
○○○　円（単価○✕個数○）
○○○　円
○○○　円（当該施設の設置に要する経費）


様式第4号(第11条関係)

中小企業振興補助事業変更届

年　　月　　日

(あて先)茅野市長
住所又は所在地　　茅野市塚原２－６－１
申請者名　　　　　○○○株式会社
(代表者職氏名)　　代表取締役　茅野　太郎
担当者及び連絡先　○○○○　○○―✕✕✕✕
　　　　　　年　　月　　日付けで補助金交付申請をいたしました下記事業について次のとおり計画を変更したので、茅野市中小企業振興条例施行規則第11
条の規定に基づき届出します。

記

１　事　業　名　　障害者用トイレ施設設置事業
２　変更の内容　　○○○を××✕に変更する。具体的には以下のとおり。
３　変更理由　　海外情勢の変動により、材料が不足して○の調達が困難となったため。
４　その他参考事項

様式第5号(第12条関係)

中小企業振興補助金実績報告書
年　　　月　　　日
　(宛先)茅野市長
住所又は所在地　　茅野市塚原２－６－１　　　　　　　　
補助事業者名　　　○○○株式会社　　　　　　　　　　
(代表者職氏名)　　 代表取締役　茅野　太郎　　　　　　
担当者及び連絡先　○○○○　○○―✕✕✕✕　
　　　　　　　　　　年　　　月　　　日付け指令第　　　　号で交付決定のありました下記事業が完了したので、関係書類を添え、次のとおり報告します。
記
1　補助金交付決定額　　　　　　　　金　　　　○○○　　円
2　補助金交付の対象となった施設又は事業　
	事業名及び補助対象名
	数量
	事業費(円)
	補助率(％)
	補助金額(円)
	備考

	障害者用トイレ施設設置事業
	一式
	　○○○
	　10/100
	　○○○
	※事業費に消費税は含めず

	
	
	
	
	　
	　

	
	
	
	
	　
	　

	
	
	
	
	　
	

	計
	　
	
	
	　○○○
	


(添付書類)

(1)　補助事業実績書(様式第6号又は第6号の2又は第6号の3)

(2)　その他の書類
　　　ア　補助対象となった経費の支払領収書(写し)

　　　イ　契約書(写し)

　　　ウ　事業着手前及び完了後の写真
エ　その他市長が必要と認める書類
　(記載上の注意)　　支払領収書(写し)は補助対象科目の精算額全部とする。
　　　　　　　　　　(写し)には、すべて代表者の原本証明をすること。
様式第6号(第12条関係)

補助事業実績書
(空き店舗等活用事業以外の事業)

	事業名
	　指定施設設置事業（従業員福利厚生施設）

	補助対象名
	　障害者用トイレ施設設置事業

	(1)　契約年月日
	　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	(2)　事業期間
	　着手　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
　完了　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	(3)　事業箇所
	　茅野市○○２－６－１　○○○(株)○工場１階

	(4)　事業実施後の効果
	　本事業では、①身障者用トイレユニット、②・・・、③・・・、④・・・を設置しました。その後、募集枠を広げて求人を行った結果、身体に障害がある方から応募があり、○人の雇用拡大を実現しました。

	(５)収支清算
	　収入
自己資金
市補助金
借入金　
その他　
計
	予算額
　　　　　　　○○○　円
　　　　　　　○○○　円
　　　　　　　○○○　円
　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　○○○　円
	精算額
　　　　　　　○○○　円
　　　　　　　○○○　円
　　　　　　　○○○　円
　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　○○○　円

	
	　支出
　①○○○費
　②○○○費
　③○○○費
　④○○○費
　⑤○○○費
　⑥○○○費
　⑦消費税
計
	予算額
○○○　円
○○○　円
○○○　円
○○○　円
○○○　円
○○○　円
○○○　円
○○○　円
	精算額
○○○　円
○○○　円
○○○　円
○○○　円
○○○　円
○○○　円
○○○　円
○○○　円



様式第8号(第14条関係)

中小企業振興補助金請求書
年　　月　　日
(宛先)茅野市長
住所又は所在地　　茅野市塚原２－６－１　　　　
申込者名　　○○○株式会社　　　　　　　
(代表者職氏名)　　 代表取締役　茅野　太郎　　　
　　　　　　年　　月　　日付け　　　指令第　　　　号で決定・確定通知のあった茅野市中小企業振興条例に基づく補助金〔30年度に申請された事業(指定施設設置事業（従業員福利厚生施設）)〕を下記のとおり交付して下さい。
記
1　決定・確定補助金額　　　　　　　　　　　○○○　　　　　　円
2　交付請求額　　　　　　　　　　　　　　　○○○　　　　　　円
	3　振込口座　　金融機関名
	　　　○○　銀行
　　　　　　信用金庫
　　　　　　信用組合
	　　　　△△支店



　　　　　　　　口座番号　　　　　　　　　　当座　　・　　普通
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(　１２３４５６７　　)

　　　　　　　　口座名義人　○○○株式会社　茅野　太郎
特定の目的施設を新たに設置しようとする事業（計画）の場合、この様式を使用してください。該当するものに○つけてください。





年度の5月末日までに提出してください。





「工場の名称」には、指定施設の設置事業の名称を書いてください。





直近の決算で最も売上高や利益の多い事業に該当する分類を記入してください。





面積は、新たに増設する土地、建物の面積を記入してください。





投資計画は、合計額（＝事業計画書の支出額の合計）の記入のみでかまいません。





投資額は、事業計画書の収入と合わせ、市補助金額を「その他」に記入してください。





申請年度の4月現在でも可





工事期間が申請年度内のもののみ補助対象となります





事業計画上の注意点や特記事項があれば記入すること





補助金交付申請段階では、見積書の写しを添付すること





本事業で設置する施設の内容が具体的にわかるように記入してください。別紙として、詳細がわかる資料を添付することでもかまいません。





市補助金は、規則別表第１の対象経費、補助率、補助限度額を踏まえて算出する。その際、当該施設の設置に要する経費から消費税を抜いた額に補助率を乗じて算出すること。1,000円未満の額は切り捨てること。





本事業内容とその支出内訳が分かるように項目を具体的に分けて記入してください。別紙として、詳細が分かる見積書を添付することでもかまいません。


補助対象外経費がある場合は、それが分かるように記入すること。





補助対象経費に変更がある場合は、その内容と金額、変更する補助申請額を具体的に記入すること。





補助対象経費に変更があり、実績が当初の交付決定額と異なる場合、当該施設の設置に要した実際の経費から消費税を抜いた額に補助率を乗じて算出すること。1,000円未満は切り捨てること。





合計額のみ記載して、詳細な経費内訳は補助事業実績書に記載してください。





真に補助対象経費のみであることわかる明細が確認できる請求書及び支払領収書。振込の場合、実際に支払いが行われ資金が移動したことが確認できる通帳の当該部分の写しや振込依頼書などの写し。書類がないものは補助対象経費に認められません。





補助対象経費に変更があり、実績が当初の交付決定額と異なる場合、当該施設の設置に要した実際の経費から消費税を抜いた額に補助率を乗じて算出すること。1,000円未満は切り捨てること。





本事業内容とその支出内訳が分かるように項目を具体的に分けて記入してください。別紙として、詳細が分かる明細書を添付することでもかまいません。


補助対象外経費がある場合は、それが分かるように記入すること。





日付及び通知番号は、空欄で提出してください。









